
有料老人ホームについて

宮城県保健福祉部⾧寿社会政策課運営指導班

令和２年１月１６日（木）
宮城県自治会館

令和元年度サービス付き高齢者向け住宅
登録事業者向け勉強会

Administrator
テキストボックス
資料４



2

⾧寿社会政策課 運営指導班の仕事

はじめに①

・介護サービス事業者の指定・指導監査

・介護サービス情報の公表・外部評価

・有料老人ホームの指導監査 等

今日の説明。
サ高住の勉強会なのに，なんで？
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今日の内容

はじめに②

１ サービス付き高齢者向け住宅と有料老人ホームの関係
について

２ 有料老人ホームが守るべきルール

⑴ 老人福祉法

⑵ 設置運営指導指針

⑶ その他

３ 質疑応答



１ サービス付き高齢者向け住宅
と有料老人ホームの関係について
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高齢者の居住の安定確保に関する法律
第５条第１項

高齢者向けの賃貸住宅又は老人福祉法第二十九条第一項に規定する有料老人
ホーム（以下単に「有料老人ホーム」という。）であって居住の用に供する専用
部分を有するものに高齢者（国土交通省令・厚生労働省令で定める年齢その他の要
件に該当する者をいう。以下この章において同じ。）を入居させ、状況把握サービ
ス（入居者の心身の状況を把握し、その状況に応じた一時的な便宜を供与するサー
ビスをいう。以下同じ。）、生活相談サービス（入居者が日常生活を支障なく営む
ことができるようにするために入居者からの相談に応じ必要な助言を行うサービス
をいう。以下同じ。）その他の高齢者が日常生活を営むために必要な福祉サービス
を提供する事業（以下「サービス付き高齢者向け住宅事業」という。）を行う者は
、サービス付き高齢者向け住宅事業に係る賃貸住宅又は有料老人ホーム（以下「サ
ービス付き高齢者向け住宅」という。）を構成する建築物ごとに、都道府県知事の
登録を受けることができる。

サービス付き高齢者向け住宅
=高齢者向けの賃貸住宅 or 有料老人ホーム
＋状況把握・生活相談等

そもそも「サービス付き高齢者向け住宅」とは?
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サービス付き高齢者向け住宅と高齢者向
けの賃貸住宅，有料老人ホームの関係

イメージ図

サービス付き高齢者向け住宅

高齢者向けの
賃貸住宅

有料老人ホーム
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サービス付き高齢者向け住宅のほとんど
が有料老人ホームに該当

宮城県内のサ高住の内訳

サービス付き高齢者向け住宅
１２７事業所

有料老人ホーム
１２６事業所

高齢者向けの賃貸住宅
１事業所
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老人福祉法
第２９条第１項
有料老人ホーム（老人を入居させ、入浴、排せつ若しくは食事の介護、食事の提供

又はその他の日常生活上必要な便宜であつて厚生労働省令で定めるもの（以下「介護等
」という。）の供与（他に委託して供与をする場合及び将来において供与をすることを約す
る場合を含む。）をする事業を行う施設であつて、老人福祉施設、認知症対応型老人共同生
活援助事業を行う住居その他厚生労働省令で定める施設でないものをいう。以下同じ。）を
設置しようとする者は、あらかじめ、その施設を設置しようとする地の都道府県知事に、次
の各号に掲げる事項を届け出なければならない。（以下省略）

老人福祉法施行規則
第２０条の３
法第２９条第１項に規定する厚生労働省令で定める便宜は、洗濯、掃除等の家事又は健

康管理とする。

有料老人ホーム
=老人の入居施設（介護保険サービスを除
く）＋日常生活上の世話の提供

「有料老人ホーム」とは?
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「有料老人ホーム」該当のサ高住は，有料
老人ホームを扱う法令とサ高住を扱う法令
の両方を遵守しなくてはならない。

「有料老人ホーム」に該当するサ高住の法的取扱い

有料老人ホーム

サービス付き高齢
者向け住宅

老人福祉法，老人福祉法施
行規則，宮城県有料老人
ホーム設置運営指導指針

等

高齢者の居住の安定確保に
関する法律，高齢者の居住
の安定確保に関する法律施

行規則 等

「有料老人ホーム」該当の
サービス付き高齢者向け

住宅

適用

適用

適用



２ 有料老人ホームが守るべきルール
⑴ 老人福祉法
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老人福祉法（抜粋）
第２９条
有料老人ホーム（老人を入居させ、入浴、排せつ若しくは食事の介護、食事の提供又はそ

の他の日常生活上必要な便宜であつて厚生労働省令で定めるもの（以下「介護等」という。
）の供与（他に委託して供与をする場合及び将来において供与をすることを約する場合を含
む。）をする事業を行う施設であつて、老人福祉施設、認知症対応型老人共同生活援助事業
を行う住居その他厚生労働省令で定める施設でないものをいう。以下同じ。）を設置しよう
とする者は、あらかじめ、その施設を設置しようとする地の都道府県知事に、次の各号に掲
げる事項を届け出なければならない。
一 施設の名称及び設置予定地
二 設置しようとする者の氏名及び住所又は名称及び所在地
三 条例、定款その他の基本約款
四 事業開始の予定年月日
五 施設の管理者の氏名及び住所
六 施設において供与される介護等の内容
七 その他厚生労働省令で定める事項

有料老人ホームが守るべきルール 老人福祉法①

有料老人ホームは，老人福祉法の規定を遵
守しなくてはならない。
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老人福祉法（抜粋）
２ 前項の規定による届出をした者は、同項各号に掲げる事項に変更を生じたときは、変更
の日から一月以内に、その旨を当該都道府県知事に届け出なければならない。

３ 第一項の規定による届出をした者は、その事業を廃止し、又は休止しようとするときは
、その廃止又は休止の日の一月前までに、その旨を当該都道府県知事に届け出なければなら
ない。

４ 有料老人ホームの設置者は、当該有料老人ホームの事業について、厚生労働省令で定め
るところにより、帳簿を作成し、これを保存しなければならない。

５ 有料老人ホームの設置者は、厚生労働省令で定めるところにより、当該有料老人ホーム
に入居する者又は入居しようとする者に対して、当該有料老人ホームにおいて供与をする介
護等の内容その他の厚生労働省令で定める事項に関する情報を開示しなければならない。

６ 有料老人ホームの設置者は、家賃、敷金及び介護等その他の日常生活上必要な便宜の供
与の対価として受領する費用を除くほか、権利金その他の金品を受領してはならない。

７ 有料老人ホームの設置者のうち、終身にわたつて受領すべき家賃その他厚生労働省令で
定めるものの全部又は一部を前払金として一括して受領するものは、当該前払金の算定の基
礎を書面で明示し、かつ、当該前払金について返還債務を負うこととなる場合に備えて厚生
労働省令で定めるところにより必要な保全措置を講じなければならない。

有料老人ホームが守るべきルール 老人福祉法②
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老人福祉法（抜粋）
８ 有料老人ホームの設置者は、前項に規定する前払金を受領する場合においては、当該有
料老人ホームに入居した日から厚生労働省令で定める一定の期間を経過する日までの間に、
当該入居及び介護等の供与につき契約が解除され、又は入居者の死亡により終了した場合に
当該前払金の額から厚生労働省令で定める方法により算定される額を控除した額に相当する
額を返還する旨の契約を締結しなければならない。

９ 有料老人ホームの設置者は、当該有料老人ホームに係る有料老人ホーム情報(有料老人ホ
ームにおいて供与をする介護等の内容及び有料老人ホームの運営状況に関する情報であつて
、有料老人ホームに入居しようとする者が有料老人ホームの選択を適切に行うために必要な
ものとして厚生労働省令で定めるものをいう。)を、厚生労働省令で定めるところにより、当
該有料老人ホームの所在地の都道府県知事に対して報告しなければならない。

１０ 都道府県知事は、厚生労働省令で定めるところにより、前項の規定により報告された
事項を公表しなければならない。

１１ 都道府県知事は、この法律の目的を達成するため、有料老人ホームの設置者若しくは
管理者若しくは設置者から介護等の供与(将来において供与をすることを含む。)を委託された
者(以下「介護等受託者」という。)に対して、その運営の状況に関する事項その他必要と認め
る事項の報告を求め、又は当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくは当該有料老人ホ
ーム若しくは当該介護等受託者の事務所若しくは事業所に立ち入り、設備、帳簿書類その他
の物件を検査させることができる。

有料老人ホームが守るべきルール 老人福祉法③
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老人福祉法（抜粋）
１２ 第十八条第三項及び第四項の規定は、前項の規定による質問又は立入検査について準
用する。

１３ 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者が第四項から第九項までの規定に違反した
と認めるとき、入居者の処遇に関し不当な行為をし、又はその運営に関し入居者の利益を害
する行為をしたと認めるとき、その他入居者の保護のため必要があると認めるときは、当該
設置者に対して、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

１４ 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者がこの法律その他老人の福祉に関する法律
で政令で定めるもの若しくはこれに基づく命令又はこれらに基づく処分に違反した場合であ
つて、入居者の保護のため特に必要があると認めるときは、当該設置者に対して、その事業
の制限又は停止を命ずることができる。

１５ 都道府県知事は、前二項の規定による命令をしたときは、その旨を公示しなければな
らない。

１６ 都道府県知事は、介護保険法第四十二条の二第一項本文の指定(地域密着型特定施設入
居者生活介護の指定に係るものに限る。)を受けた有料老人ホームの設置者に対して第十四項
の規定による命令をしたときは、遅滞なく、その旨を、当該指定をした市町村⾧に通知しな
ければならない。

有料老人ホームが守るべきルール 老人福祉法④
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老人福祉法（抜粋）
１７ 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者が第十四項の規定による命令を受けたとき
、その他入居者の心身の健康の保持及び生活の安定を図るため必要があると認めるときは、
当該入居者に対し、介護等の供与を継続的に受けるために必要な助言その他の援助を行うよ
うに努めるものとする。

有料老人ホームが守るべきルール 老人福祉法⑤

※サービス付き高齢者向け住宅の場合，有料老人ホームの設置届け，変更
届け，廃止届けは不要

高齢者の居住の安定確保に関する法律
第２３条
第五条第一項の登録を受けている有料老人ホームの設置者（当該有料老人ホームを設置し

ようとする者を含む。）については、老人福祉法第二十九条第一項から第三項までの規定は
、適用しない。

サ高住であっても，有料老人ホームに該当す
れば，老人福祉法第２９条第４項から第１７
項の規定が適用される。
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老人福祉法（抜粋）
第２９条
１３ 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者が第四項から第九項までの規定に違反した
と認めるとき、入居者の処遇に関し不当な行為をし、又はその運営に関し入居者の利益を害
する行為をしたと認めるとき、その他入居者の保護のため必要があると認めるときは、当該
設置者に対して、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

１４ 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者がこの法律その他老人の福祉に関する法律
で政令で定めるもの若しくはこれに基づく命令又はこれらに基づく処分に違反した場合であ
つて、入居者の保護のため特に必要があると認めるときは、当該設置者に対して、その事業
の制限又は停止を命ずることができる。

１５ 都道府県知事は、前二項の規定による命令をしたときは、その旨を公示しなければな
らない。

有料老人ホームが守るべきルール 老人福祉法⑥

不適正な運営や入居者への不適切な処遇，
不適切な契約や入居者の虐待等を行った場
合，行政処分の対象となる。
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老人福祉法（抜粋）
第２９条
１３ 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者が第四項から第九項までの規定に違反した
と認めるとき、入居者の処遇に関し不当な行為をし、又はその運営に関し入居者の利益を害
する行為をしたと認めるとき、その他入居者の保護のため必要があると認めるときは、当該
設置者に対して、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

有料老人ホームが守るべきルール 老人福祉法⑥

「入居者の利益を害する行為」の代表例は
「高齢者（＝入居者）の虐待」である。
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有料老人ホームが守るべきルール 老人福祉法⑥

「高齢者の虐待」の虐待事案の報告件数は
１２年連続で増加しており，有料老人ホー
ムが占める割合も高い。
厚生労働省「平成30年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対す
る支援等に関する法律」に基づく対応状況等に関する調査結果」

・虐待発生件数
平成２９年度:５１０件 → 平成３０年度:６２１件
＝昨年度から２１．８％増加

・施設毎に占める割合
有料老人ホームでの虐待:全虐待件数の２３．０％
＝虐待発生率第２位

増加要因:高齢者人口の増加＋虐待に対する社会的な意識の高まり
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有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑭

令和元年12月24日厚生労働省報道資料
平成30年度の施設毎の虐待発生件数一覧

厚生労働省「平成30年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」に
基づく対応状況等に関する調査結果」
（資料２）平成30年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」に基づ
く対応状況等に関する調査結果（添付資料）p.6 より一部引用
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000196989_00002.html
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有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑮

産経新聞ホームページより一部引用
HP:https://www.sankei.com/affairs/news/190523/afr1905230023-n1.html



21

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑯

毎日新聞令和2年1月9日朝刊より引用
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老人福祉法（抜粋）
第２９条
１３ 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者が第四項から第九項までの規定に違反した
と認めるとき、入居者の処遇に関し不当な行為をし、又はその運営に関し入居者の利益を害す
る行為をしたと認めるとき、その他入居者の保護のため必要があると認めるときは、当該設
置者に対して、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができる。

１４ 都道府県知事は、有料老人ホームの設置者がこの法律その他老人の福祉に関する法律
で政令で定めるもの若しくはこれに基づく命令又はこれらに基づく処分に違反した場合であ
つて、入居者の保護のため特に必要があると認めるときは、当該設置者に対して、その事業
の制限又は停止を命ずることができる。

１５ 都道府県知事は、前二項の規定による命令をしたときは、その旨を公示しな
ければならない。

有料老人ホームが守るべきルール 老人福祉法⑥

高齢者虐待等により行政処分が行われた事
業所は，マスコミ等へ公表されることにな
る。
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行政処分に至った近年の虐待事案

平成２９年度
有料老人ホームにて，金銭的虐待事案が発生。
改善命令及び公表に至る。

平成３０年度
有料老人ホーム該当のサ高住にて，性的虐待事案が発生。
改善命令及び公表に至る。

有料老人ホームが守るべきルール 老人福祉法⑥

宮城県内においても，近年，虐待に対する
改善命令を行い，公表に至る事案が発生し
ている。

行政処分や罰則は一つの抑止力ではあるが…
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職員が虐待に至る代表的理由
・職員の教育不足
・問題・不満を職員が抱えている。
・問題・不満を職員が抱えていることに誰も気が付かない。
気が付いていても，放置する。

・問題・不満を抱えていることを職員が相談できない。
相談したくても，相談ができる職場環境ではない。

有料老人ホームが守るべきルール 老人福祉法⑥

虐待防止のためには，職員の教育やメンタ
ルケア，職場環境の改善（風通しのよい職
場）等が重要。

職場環境の改善や，職員面談で職員自身が抱えている問題の話を聞くだ
けでも，一定の予防につながる。
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老人福祉法（抜粋）
第３８条
第二十条の七の二第二項の規定又は第二十九条第十四項の規定による命令に違反した者は

、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。

第３９条
第十八条の二第一項又は第二十九条第十三項の規定による命令に違反した者は、六月以下

の懲役又は五十万円以下の罰金に処する。

第４０条
次の各号のいずれかに該当する場合には、その違反行為をした者は、三十万円以下の罰

金に処する。
一 第二十九条第一項から第三項までの規定による届出をせず、又は虚偽の届出をしたとき
。（※サービス付き高齢者向け住宅は適用されない）
二 第二十九条第十一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規
定による質問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の答弁をし、若しくは同項の規定による検
査を拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。

有料老人ホームが守るべきルール 老人福祉法⑦

行政処分に従わない，立入検査に協力しな
い等の場合，罰則の対象となる。



２ 有料老人ホームが守るべきルール
⑵ 設置運営指導指針
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宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第１章 県指針の性格
１ 有料老人ホームは，高齢者が老後の⾧い時間を健康，安全，快適に過ごすため，多額の
自己資金を投じて利用する施設であることから，有料老人ホームの事業を行う者は，このよ
うな高齢者の信頼に応え，施設の設備，運営，サービス，契約等事業の全般にわたり責任あ
る運営を行い，通常の経済活動以上に，企業経営と入居者の福祉を両立させるものでなけれ
ばならない。
すなわち，有料老人ホームを設置する事業者に対しては，事業の安定及び継続性を確保する
ことはもとより，事業の運営に当たっては入居者の個人としての尊厳を確保しつつそ
の福祉の向上を図るとともに，入居者に対しサービス内容等の情報を開示するなど
により施設運営について理解を得るように努め，社会の高い信頼を確保することが
求められている。そのため，行政側としては，そのサービスや契約等について，施設の設
置前に経営面を含めた十分な指導を行うとともに，事業開始後においても，サービス水準や
経営の安定の確保のために引き続き十分な指導を行う必要がある。

掲載HP:https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/chouju/yuryou-tetuduki.html

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針①

有料老人ホームは，「宮城県有料老人ホー
ム設置運営指導指針」を守る必要がある。
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宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第１章 県指針の性格
２ 宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針は，前記１を踏まえ，老人福祉法（昭和３８年
法律第１３３号）第２９条第１項に規定する有料老人ホームを県内において設置運営（仙台
市内において設置運営されるものを除く。以下同じ。）するものに関して県の指導基準を示
したものである。
３ この指針は，有料老人ホームの設置運営標準指導指針（平成１４年７月１８日老発第０
７１８００３号厚生労働省老健局⾧通知）に示された標準的な基準を基本として定めた。県
内に有料老人ホームを設置運営する者は，この指針を満たすとともに，より高い水
準の，優良な施設運営に向けて努力する必要がある。

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針②

有料老人ホームは，「宮城県有料老人ホー
ム設置運営指導指針」を守る必要がある。
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宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第８章 職員の配置等
１ 職員の配置
（１） 職員の配置については，入居者の数及び提供するサービスの内容に応じ，その呼称
にかかわらず，次の職員を配置すること。
イ 管理者
ロ 生活相談員（サービス付き高齢者向け住宅の登録を受けている場合は，国土交通省・厚
生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施行規則（平成２３年厚生労働省・国土
交通省令第２号）第１１条第１号の規定に基づく状況把握サービス及び生活相談サービスを
提供する職員）
ハ 栄養士
ニ 調理員
（４） 入居者の実態に即し，夜間の介護及び緊急時に対応できる数の職員を配置すること
。

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針③

有料老人ホームは，入居者数に応じて適切
な数・職種の職員を配置する必要がある。
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有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針④

朝日新聞DIGITALより一部引用
https://www.asahi.com/articles/ASLCP5T82LCPTIPE01Y.html
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宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第９章 有料老人ホーム事業の運営
１ 管理規程の制定
入居者の定員，利用料，サービスの内容及びその費用負担，介護を行う場合の基準，医療を
要する場合の対応等を明示した管理規程を設けること。
なお，上記内容を含み，入居者に対する説明事項を適切に提示している資料であれば，その
呼称にかかわらず，管理規程として扱って差し支えない。

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑤

有料老人ホームは，入居者や入居希望者に
必要な情報を明示しておく必要がある。
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宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第９章 有料老人ホーム事業の運営
５ 緊急時の対応
（１） 事故及び災害並びに急病及び負傷に対して迅速かつ適切に対応できるよう具体的な
計画を立てるとともに，避難等必要な訓練を定期的に行うこと。
（２） 消防法等に基づいた防災体制を整備すること。
（３） 事故，災害，急病，負傷等の緊急時の対応方法等についてマニュアルを定めるとと
もに，職員の業務分担を定めること。特に，入居者の救助方法については，その具体的な方
法及び体制をあらかじめ定め，職員，入居者，身元引受人等に周知の徹底を図ること。
（４） 夜間の災害等に対応するため，夜間又は夜間想定の避難訓練等を定期的に行うこと
。
（５） ４階以上の高層の有料老人ホームにあっては，高層階に自力歩行が可能な者などを
入居させるなど，緊急時の避難に対処すること。

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑥

有料老人ホームは，事故や災害時に入居者
を安全に避難させる準備を整えておく必要
がある。
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有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑦

河北新報ONLINE NEWSより一部引用
https://www.kahoku.co.jp/tohokunews/201910/20191028_13009.html



34

宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第９章 有料老人ホーム事業の運営
８ 運営懇談会の設置等
有料老人ホーム事業の運営について，入居者の積極的な参加を促し，かつ，外部の者等との
連携により透明性を確保する観点から，運営懇談会を設置し，その運営に当たっては，次の
事項について配慮すること。
（中略）
（４） 運営懇談会では，次に掲げる事項を定期的に報告し，説明するとともに，入居者の
要望及び意見を運営に反映させるよう努めること。

イ 入居者の状況
ロ サービス提供の状況
ハ 管理費，食費その他の入居者が設置者に支払う金銭に関する収支等の内容

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑧

有料老人ホームは，入居者に施設の状況を
説明すると共に，入居者の要望や意見を取
入れるよう努める必要がある。
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宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第１０章 サービス等
（３） 健康管理と治療への協力
イ 健康管理基準を定めること。
ロ 入居時及び定期的（年に２回以上）に健康診断（歯科に係るものを含む。）の機会を設
けるなど，入居者の希望に応じて健康診断が受けられるよう支援するとともに，常に入居者
の健康の状況に注意し，必要に応じて健康保持のための適切な措置をとること。
ハ 入居者の意向を確認した上で，入居者の希望に応じて，健康診断及び健康保持のための
措置の記録を適切に保存しておくこと。
ニ 入居者が一時的疾病等のため日常生活に支障がある場合には介助等日常生活の世話を行
うこと。
ホ 医療機関での治療が必要な場合には適切な治療が受けられるよう医療機関への連絡，紹
介，受診手続，通院介助等の協力を行うこと。
ヘ 看護職員による健康管理及び健康相談に応じられる体制とし，その記録を適切に保管す
ること。
ト 入居者の利用する施設，食器その他の設備又は飲用に供する水について，衛生的な管理
に努め，又は衛生上必要な措置を講じること。

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑨

有料老人ホームは，入居者の健康維持や治
療に協力する必要がある。
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宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第１０章 サービス等
（３） 健康管理と治療への協力
チ 感染症が発生し，又はまん延しないように必要な措置を講ずるよう努めること。

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑩

有料老人ホームは，感染症予防のために措
置を講じる必要がある。

「高齢者介護施設における感染対策マニュアル改訂版（2019年3
月）」（厚生労働省マニュアル）
HP:https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/huku
shi_kaigo/kaigo_koureisha/ninchi/index_00003.html

レジオネラ症防止対策（宮城県HP)
HP:https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/chouju/rezionera-
boushi.html

更に具体・詳細化
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有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑪

宮城県結核・感染症情報センターホームページ「感染症週報（速報版）」より引用
HP:https://www.pref.miyagi.jp/site/hokans/kansen-center.html

宮城県内インフルエンザ発生状況
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宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第１０章 サービス等
（９） 金銭等管理
イ 入居者の金銭，預金等の管理は，入居者自身が行うことを原則とすること。ただし，入
居者本人が特に設置者に依頼した場合又は入居者本人が認知症等により十分な判断能力を有
せず金銭等の適切な管理が行えないと認められる場合であって身元引受人等の承諾を得たと
きには，設置者において入居者の金銭等を管理することもやむを得ないこと。
ロ 設置者が入居者の金銭等を管理する場合にあっては，依頼又は承諾を書面で確認すると
ともに，金銭等の具体的な管理方法，本人又は身元引受人等への定期的報告等を管理規程等
で定めること。

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑫

有料老人ホームは，入居者からの預かり金
を適切に管理する必要がある。

預り金等の管理に係る取扱指針（宮城県指針）
掲載HP:https://www.pref.miyagi.jp/soshiki/chouju/deposit-
policy.html

更に具体・詳細化
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宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第１０章 サービス等
４ 設置者は，高齢者虐待の防止，高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法律
第１２４号）に基づき，次の事項を実施すること。
（１） 同法第５条の規定により，高齢者虐待を受けた入居者の保護のための施策に協力する

こと。
（２） 同法第２０条の規定に基づき，研修の実施，苦情の処理の体制の整備その他の高齢者虐

待の防止等のための措置を講ずること。
５ 入居者に対するサービスの提供に当たっては，当該入居者，他の入居者等の生命又は身体を保
護するため緊急やむを得ない場合を除き，身体的拘束その他入居者の行動を制限する行為（以下「
身体的拘束等」という。）を行ってはならないこと。
６ 緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合には，その態様及び時間，その際の入居者の心身の状
況並びに緊急やむを得ない理由を記録しなければならないこと。
７ 身体的拘束等の適正化を図るために，次に掲げる措置を講じなければならない。
イ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を三月に一回以上開催するとともに，

その結果について，介護職員その他の従業者に周知徹底を図ること。
ロ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
ハ 介護職員その他の従業者に対し，身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施するこ

と。

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑬

有料老人ホームは，入居者の虐待防止と身
体拘束の適正化を行う必要がある。
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有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑭

令和元年12月24日厚生労働省報道資料
平成30年度の施設毎の虐待発生件数一覧

厚生労働省「平成30年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」に
基づく対応状況等に関する調査結果」
（資料２）平成30年度「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」に基づ
く対応状況等に関する調査結果（添付資料）p.6 より一部引用
https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000196989_00002.html
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宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第１２章 利用料等
２ 前払い方式（終身にわたって受領すべき家賃又はサービス費用の全部又は一部を前払金
として一括して受領する方式）によって入居者が支払を行う場合にあっては，次に掲げる基
準によること。
（１） 受領する前払金が，受領が禁止されている権利金等に該当しないことを入居契約

書等に明示し，入居契約に際し，入居者に対して十分に説明すること。
（２） 老人福祉法第２９条第７項の規定により，前払金の算定根拠を書面で明示すると

ともに，前払金に係る銀行の債務の保証等の「厚生労働大臣が定める有料老人ホームの設置
者等が講ずべき措置」（平成１８年厚生労働省告示第２６６号）に規定する必要な保全措置
を講じなければならないこと。
なお，平成１８年３月３１日までに届出がされた有料老人ホームについては，平成３０年４
月１日から３年間は保全措置の法的義務付けの経過期間となっているが，前払金の算定根拠
を書面で明示するとともに，適切な保全措置を講じるよう努めること。
（後略）

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑰

有料老人ホームは，入居者からの前払い金
の保全措置を講じる必要がある。
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有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑱

朝日新聞DIGITAL一般公開記事部分より一部引用
https://www.asahi.com/articles/ASM1T5GB9M1TULFA02D.html
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宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第１３章 契約内容等
４ 重要事項の説明等

老人福祉法第２９条第５項の規定による情報の開示において，老人福祉法施行規則第２
０条の５第１４号に規定する入居契約に関する重要な事項の説明については，次に掲げる基
準によること。
（１） 入居契約に関する重要な事項を説明するため，重要事項説明書を作成するものとし
，入居者に誤解を与えることがないよう必要な事項を実態に即して正確に記載すること。

なお，「事業者が運営する介護サービス事業一覧表」及び「入居者の個別選択によ
るサービス一覧表」は，重要事項説明書の一部をなすものであることから，重要事項説明書
に必ず添付すること。
（２） 重要事項説明書は，老人福祉法第２９条第５項の規定により，入居相談があったと
きに交付するほか，求めに応じ交付すること。
（後略）

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑲

有料老人ホームは，入居希望者に重要事項
を不足無く正確に説明を行う必要がある。



44

宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第１３章 契約内容等
７ 苦情解決の方法
入居者，身元引受人等の苦情に対し，迅速かつ円滑な解決を図るため，設置者において苦情
処理体制を整備するとともに，外部の苦情処理機関について入居者に周知すること。あわせ
て，公益社団法人全国有料老人ホーム協会の苦情相談窓口等の電話番号を施設内の公衆電話
の付近に表示する等，入居者，身元引受人等が苦情の申出を容易に行えるよう配慮すること
。

なお，苦情申出等を行った入居者等に，処遇その他において差別的取扱いが一切ないよ
う十分配慮すること。

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針⑳

有料老人ホームは，入居者からの苦情を受
付け，適切・円滑に処理を行う必要がある。
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宮城県有料老人ホーム設置運営指導指針（抜粋）
第１３章 契約内容等
８ 事故発生の防止の対応
有料老人ホームにおける事故の発生又はその再発を防止するため，次の措置を講じること。
（１） 事故が発生した場合の対応，後記（２）に規定する報告の方法等が記載された事故発生

防止のための指針を整備すること。
（２） 事故が発生した場合又はそれに至る危険性がある事態が生じた場合に，当該事実が報告

され，その分析を通した改善策について，職員に周知徹底を図る体制を整備すること。
（３） 事故発生の防止のための委員会及び職員に対する研修を定期的に行うこと。
９ 事故発生時の対応

有料老人ホームにおいて事故が発生した場合にあっては，次の措置を講じること。
（１） 入居者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は，速やかに県及び入居者の

家族等に連絡を行うとともに，必要な措置を講じること。
（２） 前記（１）の事故の状況及び事故に際して採った措置について記録すること。
（３） 入居者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合に，損害賠償が迅速
かつ円滑に行えるよう損害賠償保険に加入する等賠償資力の確保に努めるとともに，入居者に対し
ての損害賠償を速やかに行うものとすること。

有料老人ホームが守るべきルール 設置運営指導指針㉑

有料老人ホームは，事故防止及び事故発生
時に適切な対応を行う必要がある。



２ 有料老人ホームが守るべきルール
⑶ その他
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令和元年５月，兵庫県明石市の有料老人ホームにて，入居者
の死亡が１０日以上確認されず放置されていた事案が発生。

有料老人ホームが守るべきルール その他①

有料老人ホームは，毎日１回以上，入居者
の安否確認を実施する必要がある。

令和元年６月７日付け⾧政号外「有料老人ホームにおける安
否確認又は状況把握の実施について（通知）」

（本文抜粋）
「有料老人ホームにおいては，（中略）毎日１回以上，安否確認等を実施
するようお願いいたします。」
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有料老人ホームが守るべきルール その他②

日本経済新聞ホームページより一部引用
https://www.nikkei.com/article/DGXMZO45500580R30C19A5000000/



ご静聴ありがとうございました。
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